
Ⅰ�　�女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の概要�

１　女性活躍推進の重要性
　我が国においては、働く場面において、女性の力が十分に発揮できているとは
言えない状況にあります。
　⃝�近年、女性の就業率は上昇を続けていますが、就業を希望しながらも働いて
いない女性（就業希望者）は237万人※１に上っています。

　⃝�第一子出産を機に退職する女性は46.9％※２と依然として多いと言えます。
　⃝�出産・育児後に再就職した場合も、パート等になる場合が多く、女性雇用者
における非正規雇用者の割合は６割近く（56.1％）※１に上ります。

　⃝�管理的立場にある女性の割合は14.9％※１と、近年緩やかな上昇傾向にあるも
のの、国際的に見ても低い水準にあります。

　一方で、生産年齢人口が減少する中、意欲や能力のある女性の力を活かすこと
は、人材確保の上でも、また、国民のニーズの多様化やグローバル化に対応する
ため、企業における人材の多様性を確保する上でも、有効な方策と考えられます。
※１　総務省統計局「平成30年労働力調査」より
※２　国立社会保障・人口問題研究所「第15回出生動向基本調査」より

２　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律とは
　「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」（以下、「女性活躍推進
法」といいます。）は、近年、女性の職業生活における活躍（＝女性が個性と能
力を十分に発揮して職業生活において活躍すること）が一層重要となっているこ
とを踏まえ、男女の人権が尊重され、かつ、急速な少子高齢化の進展、国民の需
要の多様化・グローバル化等、社会経済情勢の変化に対応できる豊かで活力ある
社会を実現することを目的に、平成27年９月に制定、平成28年４月１日に施行さ
れました。さらに、令和元年６月に改正法が公布されています。
　この法律は、女性の職業生活における活躍を推進するため、基本原則及び国、
地方公共団体、事業主（一般事業主）の責務等を明らかにするとともに、基本方
針及び一般事業主による行動計画の策定等に関する事項を定めています。
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３　一般事業主が行うべきこと
　常時雇用する労働者が301人以上の事業主（一般事業主）は、以下の⑴から⑷
までを行う義務があります。
　令和４年４月１日からは、対象が常時雇用する労働者が301人以上から101人
以上の事業主に拡大されます※。

⑴　自社の女性の活躍に関する状況の把握、課題分析
⑵　�⑴を踏まえた「一般事業主行動計画」（以下「行動計画」といいます。）
の策定、社内周知、公表

⑶　行動計画を策定した旨の届出
⑷　女性の活躍に関する情報の公表

　さらに、行動計画の策定・届出を行った企業のうち、女性の活躍推進に関する
状況等が優良な企業は、都道府県労働局への申請により、厚生労働大臣の認定を
受けることができます。

※�令和元年６月に、女性活躍推進法が改正されました。
　⃝�行動計画の策定・届出義務及び自社の女性活躍に関する情報公表の義
務の対象が、常時雇用する労働者が301人以上から101人以上の事業
主に拡大されます。（施行：令和４年４月１日）

　⃝�常時雇用する労働者が301人以上の事業主は、行動計画策定にあたっ
て、原則として、「①女性労働者に対する職業生活に関する機会の提
供」及び「②職業生活と家庭生活との両立に資する雇用環境の整備」
の区分ごとに１つ以上数値目標を設定しなければならないこととなり
ました。（施行：令和２年４月１日）（P15参照）

　⃝�常時雇用する労働者が301人以上の事業主は、女性活躍に関する情報公
表の強化が求められます。（施行：令和２年６月１日）（P29参照）

　⃝�女性の活躍推進に関する状況等が特に優良な事業主に対する特例認定
制度（プラチナえるぼし）が創設されます。（施行：令和２年６月１
日）（P35参照）
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